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研究成果の概要（和文）：本研究は、大学生向けの不妊予防教育プログラムを作成実施し、その効果を検討する
ことを目的に実施した。具体的には、教育プログラムの受講前、受講後および3か月後のアンケート調査を実施
し、大学生の生殖に関する知識、不妊症および妊孕力とそれらのリスク因子に関する知識の変化、不妊予防行動
と実施意向、ライフプラン経験と意識の変化を明らかにすることにより効果を検討した。その結果、当該教育プ
ログラムは、不妊症、妊孕性の関連因子、生殖に関する基本的知識の習得においては部分的に効果があることが
示唆された。一方、不妊予防行動の実施意思が高まる可能性は示唆されたが、予防行動の実践を促すには至らな
い可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to clarify effectiveness of the fertility 
education program for university students. Forty university students took the fertility education 
program and finished three questionnaires which measure fertility knowledge, intention to prevent 
infertility and preventive action from infertility, at the timing before and after program and three
 month after program. As results of McNemar analysis, the accuracy of knowledge about infertility 
definition and frequency increased three months after intervention significantly, comparing with the
 accuracy of these knowledge. Also, the accuracy of knowledge about the effects of aging, smoking 
and STD on fertility increased three months after the program. It seems that this program could make
 university students master knowledge about fertility and reproduction partially. However, it seems 
difficult for university students to reach the infertility preventive action.

研究分野： 生涯発達看護学

キーワード： 不妊予防　妊孕性　健康教育プログラム　介入研究　縦断研究　リプロダクティブヘルス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2015 年、日本女性の平均第 1 子出産年齢

は 30.7 歳と過去最高となり、35 歳以上の出
産割合は 21.4%と最多である。また体外受精
等 の ART （ Assisted Reproductive 
Technology）を受ける不妊女性患者は、40
歳前後に極めて多い（日本産科婦人科学会，
2015）。これらのことから、わが国では、高
齢で妊娠出産を望む女性が増加していると
いえる。 
高齢で妊娠出産を望む女性は、その希望を

叶えることは容易ではない。加齢に伴う原始
卵胞の量的質的低下により、35 歳を過ぎると
妊孕性が顕著に低下することが知られてお
り（Dunson DB, 2002: O’Cornor KA, 1998）、
ART 患者のデータでも同様の傾向が現れて
いる。一方、妊娠成立したとしても、胎児の
染色体異常、流産、妊娠高血圧症候群、分娩
期出血等の妊娠出産合併症リスクが高まる
ことが知られている。 
我々の調査（秋月, 2017）では、不妊女性

の思いとして、「卵子が歳をとるなんて誰も
教えてくれなかった」「若い時から不妊の知
識を持っていれば、もっと早く子どもを作ろ
うとしたかもしれない」等、加齢と妊孕性に
関する知識を持たなかったことへの後悔の
声が聞かれている。また、学校での不妊や妊
孕性に関する知識教育を望む声も聞かれて
いた。 
一方、昨今の若者の生殖に関する知識は、

月経がある限り妊娠可能と認識する高校生、
性感染症が不妊のリスク因子であることを
知らない高校生が約半数を占めるとの報告
等がある（若杉, 2014: Quach S, 2008）。 
先行研究によると、若者の 9 割前後は将来

結婚し子どもを持ちたいという意思を持っ
ているにもかかわらず、彼らの妊娠出産、不
妊や妊孕性に関する知識は十分ではないと
考えられる。これらのことから、若者が将来、
欲しい時に妊娠出産、家族形成できるために
は、不妊症や妊孕力に関する正確かつ十分な
知識を持つことが重要であり、そのための健
康教育が必要と考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、大学生向けの不妊予防教

育プログラムを作成実施し、受講前後および
3 か月後のアンケート調査から、大学生の生
殖に関する基本的知識、不妊症および妊孕力
とそれらのリスク因子に関する知識の変化、
不妊予防行動と予防行動実施意向、ライフプ
ラン意識の変化を明らかにすることで、教育
プログラムの効果を検討するである。 
 
３．研究の方法 
1）研究の種類 
 対照群を持たない介入研究であり、縦断研
究である。  
2）研究対象 
 A 大学の 2 年生対象教養科目「健康の科学

D」を履修した学生 66 名を対象とした。 
3）研究のながれ（手続き） 
授業プログラムは 2 回から成り、第 1 回目

は 2017年 1月某日の 60分、第 2回目は 2017
年 2 月某日（第 1 回目から 1 週間後）の 60
分である。 
第 1回目の冒頭で文書と口頭で研究への参

加を依頼した。予め受講前アンケート用紙と
ID 番号の書かれた用紙を配布し、研究参加に
同意した者のみ、付与された ID 番号をアン
ケート用紙に転記後、アンケートに回答して
もらった。当該質問紙への回答をもって研究
参加に同意したとみなした。回答済みアンケ
ートは回収ボックスを用いて回収した。 
受講後アンケートは、第 2 回目の授業終了

後に回答してもらった。3 ヶ月後アンケート
を郵送法で実施するために、第 2 回目授業終
了後にアンケート送付先シートを配布し記
入してもらった。およそ 3 カ月経過後に、3
ヶ月後アンケート用紙、謝礼（500 円図書カ
ード）、切手を貼付した返信用封筒を同封し
て郵送し、記載済みアンケートはおよそ 2 週
間以内に返送してもらった。 
4）アンケートによる質問内容 
受講前アンケート、受講後アンケート、3

か月後アンケートはいずれも基本的に同一
の質問を行った。 
(1) 基本的属性および特性 
基本的属性として、年齢、性別、学年、学

部を尋ねた。また、交際相手の有無や将来の
結婚、子ども願望を尋ねた。 
(2) 生殖に関する知識 
本授業プログラムの受講により習得が可

能と思われる不妊や妊孕力およびそれらの
リスク因子に関する知識を尋ねるために、独
自に作成した生殖に関する基本的知識の 8項
目 、 Cardiff Fertility Knowledge Scale
（CFKS）（Bunting L, 2013）のうち 8 項目
を使用した。選択肢は「正しい」、「誤り」、「わ
からない」の 3 つからなる。月経周期におい
て最も妊娠しやすい時期（28 日周期の場合）
に関する質問のみ、8 つの選択肢（月経初日
～、4~6 日目、7~10 日目、11~14 日目、15~17
日目、18~20 日目、21~24 日目、25~28 日目）
とした。 
(3) 不妊予防行動および実施意向 
喫煙、適正体重の維持、性感染症等につい

て、どの程度予防行動をとっているか、ある
いは予防行動の実施意向があるかを尋ねた。 
(4) ライフプラン 
ライフプランの検討経験、将来の家族形成

に関する意識について尋ねた。 
5）不妊予防教育プログラム 
 不妊予防教育の授業案は表 1の通りである。 
6）分析方法 
受講前、受講後、3 ヶ月後のすべてのアンケ
ートに回答した者だけを分析対象とした。全
質問項目について単純集計し分布を確認し
た。生殖に関する知識、不妊予防行動および 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
意向、ライフプラン経験および意識について
は、質問ごとに McNemar 検定を用いて「受
講前」×「受講後」、「受講前」×「3 ヶ月後」
の比較を行った。その際、生殖に関する知識
では、「不正解」と「わからない」の選択肢
を選択した場合を誤答として扱った。統計解
析ソフト spss ver.17.0 を用いて分析した。 
7．倫理的配慮 
本研究は、熊本大学教育学部研究倫理審査

委員会の承認を得て実施した（受付番号
28-8）。研究への参加は、個人の自由意思に
基づくこと、参加へ同意した後でも同意を撤
回できること、撤回しても教育上の不利益を
被ることはないこと等文書と口頭により説
明した。 
個人情報保護の手続きとして、受講前、受

講後、3 か月後アンケート用紙は無記名とし
たが、縦断研究であることから、参加者には
ランダムに ID を付与した。また 3 か月後ア
ンケートを送付するため、対象者に送付先氏
名および住所を知らせてもらう必要があっ
た。そのため、第 2 回目アンケート終了後に、
「3 か月後アンケート送付用連絡先シート」
に氏名と送付先住所を記載してもらった。当
該シートに記載された個人情報と ID はリン
クできないよう配慮し、シートは研究期間中

鍵付書庫で保管している。 
 

４．研究成果 
1）研究対象者の属性・特性 
 受講前アンケートに回答した者は 51 名、
受講後アンケートに回答した者は 48 名であ
り、2 回の授業プログラムを終了した者は 48
名であった。そのうち 3 ヶ月後アンケートに
回答した者は 40 名（83.3%）であった。本研
究では、2 回の授業プログラムの受講を終了
し、すべてのアンケートに回答した者のみを
分析対象とした（n=40）。 
対象者の属性、特性は表 2 の通りである。

性別は男性が 32 名（80.0%）と多く、年齢は、
20～21 歳が 85.0%を占めた。介入前アンケ
ート実施時において交際相手がいるのは
72%で、将来の結婚や子どもを持つことにつ
いては 7 割以上が希望していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
2）「生殖に関する知識」の回答分布 
 受講前において正答率が半数を超えた項
目は、「月経の持続期間」（35 人，87.5%）、「女
性の喫煙と妊孕力の関係」（29 人，72.5%）、
「男性の加齢と妊孕力の関係」（28 人，
70.0%）、「女性の妊孕力低下年齢」（26 人，
65.0%）、「精子産生頻度」（26 人，65.0%）、
「男性の喫煙と妊孕力の関係」（25 人，
62.5%）であった。そのうち、男女間で差が
認められた項目は、「精子の産生頻度」であ
り、女性より男性の正答率が有意に高かった
（p=0.001）。 
一方、受講前に正答率が極めて低かった項

目は、「原始卵胞の産生頻度」（2 人，5.0%）
であった。 
月経周期において最も妊娠しやすい時期

では、11~14 日目と正答した者は 8 人
（20.0%）であり、15~17 日目と回答した者
が 10 人（25.0%）と最も多かった。 
3）授業プログラム受講前後における「生殖
に関する知識」の正答割合の比較 



 「生殖に関する知識」の「受講前」×「受
講後」、「受講前」×「3 ヶ月後」の正答割合の
比較結果は表 3 の通りである。 

3 か月後において、受講前より正答率が有
意に上がった項目は、「女性の妊孕力低下年
齢」（受講前正答率 26 人（65.0%），3 ヶ月後
正答率 37 人（92.5%），p<0.01，以下同様）、
「女性の年齢と妊孕力の関係」（ 15 人
（37.5%），32 人（80.0%），p<0.01）、「不妊
症の定義」（9 人（22.5%），28 人（70.0%），
p<0.01）、「不妊症の頻度」（11 人（27.5%），
26 人（65.0%），p<0.01）、「女性の喫煙と妊
孕力の関係」（29 人（74.4%），38 人（97.5%），
p<0.05）、「男性の喫煙と妊孕力の関係」（25
人（62.5%），35 人（87.5%），p<0.05）、STD
と不妊の関係（11 人（27.5%），26 人（65.0%）
p<0.01）であった。また、「原始卵胞の産生
頻度」（2 人（5.0%），10 人（25.0%），p<0.05）、
「一回の性交渉の妊娠確率」（20 人（50.0%），
29 人（72.5%），p<0.05）、「頻回な性交渉と

妊娠可能性」（9 人（22.5%），19 人（47.5%），
p<0.05）、「妊娠しやすい時期」（8 人（21.6%），
22 人（59.5%），p<0.01）においても、受講
前より 3か月後の正答割合が有意に高かった。
しかし、「原始卵胞の産生頻度」は 3 ヶ月後
における正答割合が 25.0%と低く、受講後に
おいても 27.5%と低かった。表には示してい
ないが、受講前に誤答した 28 人のうち 3 か
月後に正答したのは 9 人（32.1%）のみであ
った。 
有意差は認められなかったものの「精子の

産生頻度」は 3 か月後の正答割合は 100%で
あった。一方、「男性の加齢と妊孕力の関係」
では受講前より 3か月後に正答割合が低下し、
表には示していないが、受講前に誤答した 12
人のうち 4 人（30.0%）のみが 3 ヶ月後に正
答しており、受講前に正答した 28 人のうち 9
人（32.1%）が 3 ヶ月後に誤答していた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
4）不妊予防行動および実施意向、ライフプ
ラン意識の授業プログラム受講前後および 3
ヶ月後の比較 
 表 4 に、授業プログラム実施前後および 3
カ月後の不妊予防行動の状況、健康行動の実
施意向等について示した。また、「受講前」×
「受講後」、「受講前」×「3 ヶ月後」の比較結
果について示した。 
 自分の適正体重を知っていると受講前に
認識していた者は 21 人（55.3%）であったの

に対し、受講後には 38 人（95.0%）、3 ヶ月
後には 34 人（85.0%）と有意に増加した
（p<0.01, p<0.01, respectively）。適正体重を
維持していると認識している者は受講前に
15 人（38.5%）であったが、3 ヶ月後には 25
人（62.5%）と有意に増加した（p<0.01）。3
か月後において適正体重を維持していない
と回答した者のうち、今後適正体重を維持で
きるよう努力したいと回答した者は、8 割以
上であった。 
一方、受講前に喫煙していると回答した 7



人（17.5%）のうち 4 人（57.1%）が受講後
に今後禁煙したいと回答したのに対し、3 か
月後の喫煙者は 9 人（22.5%）で、そのうち
禁煙希望者は 3 人（37.5%）のみであった。 
 性感染症の予防行動がとれている、あるい
は予防する準備ができていると回答した者
は、受講前に 32 人（80.0%）であり、3 か月
後においてもその割合は変わらなかった。 
女性において基礎体温を測定している者

は、受講前に 2 人（5.0%）いたものの、3 ヶ
月後には 0 人（0.0%）となった。今後基礎体

温を測定する意思を示した者は、3 か月後に
おいて 6 人（75.0%）であった。 
 将来のライフプランを考えたことのある
者の割合は、受講前に 29 人（72.5%）であり、
有意な増加は見られなかったものの、3 ヶ月
後には 32 人（80.0%）となった。将来の家族
形成は計画的に行いたいと回答した者は、受
講前に 30 人（75.0%）であったのに対し、3
ヶ月後は 38 人（95.0%）と有意に増加した
（p<0.01）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5）考察 
本研究で作成した不妊予防教育プログラ

ムを受講することでの生殖に関する知識、不
妊予防行動、ライフプラン意識の変化を明ら
かにするために、プログラム受講前、受講後、
受講 3ヶ月後のアンケート調査による縦断研
究を行った。その結果を以下に考察する。 
生殖に関する知識について、不妊症の定義

および頻度に関する質問では、いずれも受講
前の正答率が 3 割を下回っていたが、受講 3
ヶ月後には 6～7 割と正答率が有意に高まっ
た。不妊症の多くは、成熟期、中年期の健康
課題であり、大学生が不妊症に直面すること
はほとんどない。結婚し子どもを欲するよう
になって気付かれることが多く、若者が不妊
症を意識する機会は少ないと思われる。中学
校および高校の保健体育の教科書には、不妊
症、体外受精等に関して掲載されているもの
もあるが、学習指導要領には不妊症に関する
記載はないことから、これまでの学校教育で
学ぶ機会があったかは定かではなく、今回の
受講で初めて不妊症について学んだ学生も
少なくないのではないか。しかし不妊原因の

男女比率については、受講前におおよそ 30%
であった正答率は、受講後に約 50%と有意に
増加したものの、3 ヶ月後には約 40%と低下
したことから、授業内容や伝え方等改善の余
地があることは否めない。 

STD が妊孕性に影響を与える可能性の正
答率は、受講前に 3 割を下回っていたが、受
講後および受講 3 ヶ月後では、77.5%、65.0%
と有意に上昇していた。中学校および高等学
校保健体育の学習指導要領によると、STD の
疾病概念と感染経路、予防について学習する
こととなっており、各社の教科書にも性感染
症を放置すると不妊の原因になる可能性が
あることが明記されている。にもかかわらず、
受講前の正答率は低かった。性感染症とりわ
け性器クラミジア感染症の感染報は、本研究
対象者の年齢層に該当する 20 歳代に多いこ
とから、今回の受講でより身近な問題として
捉え、受講後の有意な正答率の増加につなが
ったのかもしれない。 
不妊予防行動の実施と意向については、本

教育プログラムを受講することで、不妊予防
行動を実施する意思が高まる可能性は示唆



されたが、予防行動の実践を促すには至らな
い可能性が示唆された。 
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